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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第１四半期連結
累計期間

第74期
第１四半期連結
累計期間

第73期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

営業収益（百万円） 58,002 59,592 234,000

経常利益（百万円） 6,235 6,596 24,562

四半期（当期）純利益（百万円） 3,519 4,017 13,094

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 3,361 3,300 12,969

純資産額（百万円） 251,485 262,069 261,092

総資産額（百万円） 304,660 315,324 317,370

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 13.65 15.58 50.79

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 82.5 83.1 82.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興関連需要などから国内需要が堅調に推移するなど緩やかな

持ち直しの傾向が見られるものの、欧州債務問題の再燃による金融不安や円高の長期化により、先行き不透明な状況

で推移しました。

物流業界におきましては、輸出入貨物は、緩やかな回復傾向にあるものの、欧州景気の減速感や長引く円高の影響に

より低水準な取扱いが継続し、経営環境は厳しい状態に終始しました。

このような状況下にあって当社グループは加速するグローバリゼーションに対応するため、新たにミャンマーにヤ

ンゴン事務所を開設し、国内外の拠点網を駆使した国際一貫輸送を基盤とした「上組デザイン物流」を推し進めてま

いりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は前年同期に比べて2.7%増収の595億92百万円となり、利益

面におきましては、徹底したコスト削減に取り組んだ結果、営業利益は前年同期に比べて7.6％増益の62億36百万円、

経常利益は5.8％増益の65億96百万円となりました。また、四半期純利益におきましても前年同期に比べて14.1％増益

の40億17百万円となりました。

　　

各セグメント別の事業の状況は次のとおりであります。

［国内物流事業］

国内物流事業におきましては、青果物の輸入取扱いや自動車関連の輸出入の取扱いが増加したことから、国内物流

事業部門の営業収益は前年同期に比べて3.6％増収の508億55百万円、セグメント利益は前年同期に比べて8.3％増益

の55億73百万円となりました。

［国際物流事業］

国際物流事業におきましては、工場設備の輸送及びそれに付帯する取扱いが増加したことから、国際物流事業部門

の営業収益は前年同期に比べて2.8％増収の68億26百万円、セグメント利益は前年同期に比べて34.2％増益の2億67百

万円となりました。

［その他］

その他の事業におきましては、酒類の製造販売や不動産賃貸事業が堅調に推移したものの、重量貨物輸送据付作業

の取扱いが減少したことから、その他の事業部門の営業収益は前年同期に比べて11.8％減収の46億47百万円、セグメ

ント利益は前年同期に比べて11.5％減益の3億85百万円となりました。

　

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について重要な変更

はありません。

　

(3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 499,550,000

計 499,550,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 274,345,675 274,345,675

東京証券取引所

市場第一部

大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 274,345,675 274,345,675 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
－ 274,345 － 31,642 － 26,854

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  16,927,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 256,822,000 256,822 －

単元未満株式 普通株式     596,675 － －

発行済株式総数 274,345,675 － －

総株主の議決権 － 256,822 －

 

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社上組
神戸市中央区浜辺

通４丁目１番11号
16,506,000 － 16,506,000 6.02

上津港運株式会社
神戸市中央区栄町

通５丁目２番１号
258,000 － 258,000 0.09

中央港運株式会社
神戸市中央区海岸

通４丁目３番７号
163,000 － 163,000 0.06

計 － 16,927,000 － 16,927,000 6.17

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、神陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,511 16,129

受取手形及び営業未収入金 ※3
 43,108

※3
 42,411

有価証券 14,200 10,700

たな卸資産 1,240 1,026

その他 18,575 10,706

貸倒引当金 △66 △54

流動資産合計 88,570 80,919

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 96,901 99,004

土地 76,656 76,656

その他（純額） 21,709 24,438

有形固定資産合計 195,268 200,099

無形固定資産 6,412 6,382

投資その他の資産

投資有価証券 18,565 16,823

その他 8,786 11,349

貸倒引当金 △232 △251

投資その他の資産合計 27,120 27,922

固定資産合計 228,800 234,404

資産合計 317,370 315,324

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 ※3
 25,094

※3
 23,814

未払法人税等 6,004 3,313

賞与引当金 191 281

その他 12,212 13,102

流動負債合計 43,502 40,511

固定負債

退職給付引当金 11,527 11,553

役員退職慰労引当金 23 24

船舶特別修繕引当金 4 5

その他 1,220 1,159

固定負債合計 12,776 12,743

負債合計 56,278 53,254
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 31,642 31,642

資本剰余金 26,854 26,854

利益剰余金 212,889 214,586

自己株式 △11,372 △11,373

株主資本合計 260,014 261,709

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,533 730

為替換算調整勘定 △494 △407

その他の包括利益累計額合計 1,039 322

少数株主持分 39 37

純資産合計 261,092 262,069

負債純資産合計 317,370 315,324
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

営業収益 58,002 59,592

営業原価 48,426 49,467

営業総利益 9,575 10,124

販売費及び一般管理費 3,777 3,887

営業利益 5,798 6,236

営業外収益

受取利息 44 32

受取配当金 219 163

持分法による投資利益 38 49

その他 138 116

営業外収益合計 441 362

営業外費用

雑支出 4 3

営業外費用合計 4 3

経常利益 6,235 6,596

特別利益

固定資産売却益 3 33

投資有価証券売却益 － 53

国庫補助金 － 153

特別利益合計 3 240

特別損失

固定資産除売却損 48 61

投資有価証券評価損 51 89

投資有価証券売却損 11 －

特別損失合計 110 150

税金等調整前四半期純利益 6,128 6,686

法人税、住民税及び事業税 2,637 2,732

法人税等調整額 △29 △63

法人税等合計 2,608 2,668

少数株主損益調整前四半期純利益 3,520 4,017

少数株主利益 0 0

四半期純利益 3,519 4,017
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,520 4,017

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △200 △803

為替換算調整勘定 33 47

持分法適用会社に対する持分相当額 8 38

その他の包括利益合計 △158 △717

四半期包括利益 3,361 3,300

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,361 3,300

少数株主に係る四半期包括利益 0 △0
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１  保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

神戸メガコンテナ

ターミナル㈱
2,452百万円

神戸メガコンテナ

ターミナル㈱
2,452百万円

㈱神戸港国際流通センター 1,532百万円 飛島コンテナ埠頭㈱ 1,429百万円

飛島コンテナ埠頭㈱ 1,443百万円 夢洲コンテナターミナル㈱ 1,365百万円

夢洲コンテナターミナル㈱ 1,365百万円 ㈱ワールド流通センター 1,091百万円

㈱ワールド流通センター 1,144百万円 名古屋ユナイテッドコンテ

ナターミナル㈱
865百万円

㈱サニープレイスファーム 140百万円

青海流通センター㈱ 90百万円 ㈱サニープレイスファーム 140百万円

大阪港総合流通センター㈱ 79百万円 青海流通センター㈱ 84百万円

阪神サイロ㈱ 77百万円 大阪港総合流通センター㈱ 75百万円

LIMA LOGISTICS 

SERVICE,INC.
2百万円

阪神サイロ㈱ 70百万円

　 　

計 8,327百万円 　 7,573百万円

　

２  受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 451百万円 494百万円

　

※３  四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結

会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形 237百万円 132百万円

支払手形 561百万円 548百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、

次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

減価償却費 2,299百万円 2,304百万円

のれん償却額 39百万円 39百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

配当金支払額

（決  議） 株式の種類 配当金の総額　
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 2,191百万円 8.5円  平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

配当金支払額

（決  議） 株式の種類 配当金の総額　
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 2,320百万円 9円  平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

国内物流
事業

国際物流
事業

計

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への営業収益 47,2076,10653,3134,68858,002 － 58,002

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
1,887 535 2,422 582 3,004△3,004 －

計 49,0946,64155,7365,27161,007△3,004 58,002

セグメント利益 5,149 199 5,348 435 5,783 15 5,798

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、重量建設機工事業及

び不動産賃貸事業等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額15百万円は連結消去に係る決算調整額です。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

国内物流
事業

国際物流
事業

計

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への営業収益 49,2126,23955,4524,14059,592 － 59,592

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
1,642 586 2,229 506 2,736△2,736 －

計 50,8556,82657,6814,64762,329△2,736 59,592

セグメント利益 5,573 267 5,840 385 6,226 10 6,236

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、重量建設機工事業及

び不動産賃貸事業等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額10百万円は連結消去に係る決算調整額です。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13円65銭 15円58銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 3,519 4,017

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,519 4,017

普通株式の期中平均株式数（千株） 257,841 257,838

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月10日

株式会社上組

取締役会　御中

 神陽監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 川本  章雄  印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 片桐  義則  印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社上組の平

成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成24年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社上組及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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